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情緒障害児短期治療施設における職場環境づくり
～ワーク・エンゲイジメントを高める取り組み～
堀　　恵子・長瀬志津子・山口　　薫・吉村　　譲
Ⅰ . はじめに
　厚生労働省の患者調査によると，日本のうつ病患者の
数は増加の一途を辿り，2008 年には 00 万人を突破し
た。うつ病患者の増加を反映して，官公庁や大企業に
おけるメンタルヘルス不調の休職者も増えており，こ
の 0 年間では約 3 倍の数になっている（文部科学省
200）。200 年に労働政策研究・研修機構で行った「職
場におけるメンタルヘルスケア対策に関する調査」では，
6 割弱の事業所で，メンタルヘルスに問題を抱える正社
員がいることが報告された。これまでメンタルヘルス対
策は「個人の問題」「病気への対応」の観点からアプロー
チされてきたが，旧労働省による「事業場における労働
者の心の健康づくりのための指針」（2000）を皮切りに，
メンタルヘルス不調の未然防止のために働きやすい職場
環境をつくる一次予防や，労働者の教育・育成に力を注
ぐ 0 次予防へと比重は移ってきている。
　さて，本稿では児童福祉施設に勤務する職員のメンタ
ルヘルス対策について論じたい。児童養護施設では入所
する被虐待児の増加に伴い，生活を提供するだけでなく，
子どもへの心の対応が求められるようになった。セラピ
ストや児童指導員らは，Ⅱ章Ⅴ章で詳述する子どもの心
の問題の難しさや夜勤を含む労働環境の苛酷さに心身
を消耗し，経営・運営管理体制への不満（宮地，20）
も重なって，長く勤務を続けられない。子どもの心のケ
アを行う職員が疲労のため心身のゆとりをなくし，短期
間で職場を離れていくような状況では，被虐待児らは大
人からの「放置」や「遺棄」を繰り返されることとなる。
対人援助職，特に看護職や福祉職における「バーンアウ
ト」や「早期離職」の問題は，以前から頻繁に取り上げ
られている話題であるが，児童養護施設における状況は
深刻である。私たちは，被虐待児の心のケアを充実させ
ていく作業と並行して，施設職員の職場環境を改善する
ことは必須の課題であると考え，児童養護施設の職場環
境の向上に取り組みたいと考えた。
　ここに，情緒障害児短期治療施設Ｘ（以降，Ｘ施設と
略）において行われた職場環境づくりの実践を報告する。
情緒障害児短期治療施設と児童養護施設とは異なる側面
があるが（Ⅱ章参照）、X 施設での取り組みは児童養護
施設にも応用できると考えたからである。Ｘ施設は，Ｙ
年に情緒障害児短期治療施設として開所した。50 代後
半の女性臨床心理士が施設長となり，長く児童養護施設
で勤務した男性職員と協働して，子どもに最善の環境を
提供するため，職員を支える環境づくりに取り組んだ。
その取り組みは，情報伝達のための会議システム構築と，
研修システムとしての委員会活動にまとめられる。
　また，Ｘ施設では，メンタルヘルス対策のため，外部
機関による 3 回の職業性ストレス調査を行った。職員
の精神的健康度を確認し，組織運営に役立てるためであ
る。調査では，どのユニットにおいても「職場のサポー
ト」が相対的に高く，職員が「職務満足感」を有してい
た。これは，職場づくりの実践の賜物だろうと思われる。
　ワーク・エンゲイジメントはメンタルヘルスのポジ
ティブな要因に注目する動きの中で提唱された概念のひ
とつで，島津によって日本に紹介された（島津　200）。
同じくストレスの高い環境にあっても，バーンアウトせ
ずに「仕事に誇りを感じ，熱心に取組み，仕事から活力
を得て活き活きとしている」ワーク・エンゲイジメント
の高い人がいる。その状態をいかに作り出すかは，現代
ストレス社会を生き抜くために不可欠な課題である。職
場環境の改善を目指すとき，ストレッサーを減らすだけ
でなく，職員の活力や仕事へのポジティブな側面を促進
するボジティブ・アプローチに注目することが肝要であ
る。Ｘ施設での実践は，ワーク・エンゲイジメントを高
めるアプローチであり，ストレスに対抗できる組織を作
るという点で，他の児童福祉施設において学ぶべき工夫
であると思う。
　本論では，Ｘ施設での職場環境づくり実践と職員に
行ったストレス調査を合わせて報告し，ワーク・エンゲ
イジメントの視点から整理する。それをもとにして，児
童福祉施設の職場環境づくりに活用できるストラテジー
を提案したい。
　
Ⅱ . 児童福祉施設の現状
　児童福祉施設の施設種別には乳児院，児童養護施設，
母子生活支援施設，児童自立支援施設，情緒障害児短期
治療施設などがある。入所型児童福祉施設の主なものは
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児童養護施設であり，情緒障害児短期治療施設も入所型
施設に属する。情緒障害児短期治療施設は児童養護施設
よりもケアを必要とする子どもが入所するため、職員の
ストレスは高いと考えられる。しかし専門職員が多く，
子どもの心のケアの歴史も長いという特徴がある。ここ
で児童養護施設と情緒障害児短期治療施設との差異と現
状について整理したい。
A. 情緒障害児短期治療施設・児童養護施設の入所児童
の現状
　児童福祉施設職員のストレスは，入所する子どもの質
の変化と関連している。厚生労働省の「平成 9 年度社
会的養護施設に関する実態調査」によれば，被虐待体験
のある入所児童は，情緒障害児短期治療施設（以下情短
施設）では 77.7％，児童養護施設では 59.2％で，双方
の施設において，多くの子どもたちが虐待を受けて入所
に至っていることがわかる。滝川（200）らの調査では，
情短施設を危機に陥れる要因として，入所児のうち被虐
待児の割合が挙げられている。割合が 50％を越えると
職員の負担は大きくなり，60 ～ 70％を越えるとぎりぎ
りで凌いでいる感じ，80 ～ 90％になると個々の出来事
の対応に精一杯で全体が見えなくなり，施設崩壊が起る
という結果となった。現在の情短施設には約 8 割の被
虐待児童が入所しており，施設崩壊が起きてもおかしく
ない状態である。また児童養護施設は情短施設よりも職
員配置が手厚くない。児童養護施設にも約 6 割の被虐
待児が入所していることから，一層，困難な状況になっ
ていることが想像できる。
　前述の社会的養護施設に関する実態調査において，入
所児童の発達障害・行動障害に関する調査結果がある。
発達障害・行動障害のある子どもの占める割合は，情短
施設で 69.3%，児童養護施設で 20.0％であり，「通常の
学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒
に関する全国実態調査」（2002）による「通常学級にお
いて学習面か行動面で著しい困難を示す子どもの割合は
　6.3%」と比較すると，これらの施設における発達障害，
行動障害のある子どもの割合は著しく高い。このことも，
児童福祉施設における処遇の困難さと関連している。
B. 情緒障害児短期治療施設・児童養護施設の職員の現状
　職員の配置基準は児童福祉施設最低基準により定めら
れている。情短施設が子ども 5 人に対して  人の児童
指導員･保育士であるのに比して，児童養護施設は小学
生以上については 6 人に  人の児童指導員･保育士の配
置である。また心理療法担当職員については，情短施設
は子ども 0 人に対して  人であるのに対して，児童養
護施設の心理療法担当職員は必置ではない。子どもは施
設で暮らすため，職員は二交代，三交代という勤務にな
り，児童養護施設の現状は 2 対 ，8 対 ，公休日を
考慮すると 24 対  になる（岡本 2000）。
　児童養護施設職員の年齢は，他の社会福祉施設に比べ
若い職員が多い。全国社会福祉協議会の「社会福祉施設
の人材確保・育成に関する調査」（2008）によれば，児
童養護施設職員の年齢区分別の割合は「26 ～ 30 歳」
が 2.2%，｢2 ～ 25 歳 ｣ が 8.7% であり，30 歳以下の
職員が約 4 割を占めている。また業務経験年数につい
ても他の社会福祉施設に比べ短い職員が多い。「 年未
満」が 6.4%，「 ～ 3 年未満」が 3.5%，「3 ～ 5 年未
満」が 2.6% であり，職員の３分の１は 5 年未満である。
転職については「 ～ 2 年での転職を検討している人」
が 0％，「すぐにではないが転職を考えている人」が
6.3% であった。数年での転職を考える職員が多く，施
設の職員は  年目が新人，2 年目が中堅，３年目がベテ
ランと言われているほどである。児童養護施設では，専
門的で継続的なケアを必要とする子どもたちが多数いる
にもかかわらず，経験の浅い若い職員が自分の未熟さを
感じながら一生懸命に働き，心身ともに疲れ，数年で辞
めていく現状がある。
　
Ⅲ . Ｘ施設
A. 概要
　Ｘ施設は，Ｙ年に情短施設として開所した。不登校や
被虐待により情緒障害を引き起こした子どもたちが入所
（定員 48 名）あるいは通所（定員 0 名）する。児童養
護施設では対応が難しい事例や，他の相談機関では改善
を果たせなかった事例など，処遇困難例が多く，背景に
発達障害や精神疾患をもっている子どもも多い。生活支
援だけでなく，心理治療が受けられる施設であり，隣接
して学習棟（地域の小・中学校分級）があり，措置児童
はこの学習棟で教育を受ける。居室はユニット制で，全
体で 4 ユニット（男女各 2 ユニット）がある。１ユニッ
ト（4 人部屋 2，2 人部屋 ，個室 2）に 2 名の児童が
生活をし，職員 5 名が生活の支援や心理治療に当たる。
ユニットの運営は，ユニットリーダーを中心にユニット
の独自性が尊重され，ユニットごとで雰囲気やルールは
大きく異なる。
B. 職員配置
　施設長  名，医師  名，看護師  名，セラピスト 6 名，
児童指導員および保育士  名，栄養士  名，事務員  名，
調理員等 4 名の 26 名が最低基準である。現在は児童指
導員  名が副施設長を兼務し，数名の職員の増員がある。
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図 1　組織図
C. 組織図
D. 子どもの援助の流れ
　子どもがＸ施設に入所するにあたっては，関連諸機関
が集まって事前協議会を行い，ケース会議を経て措置に
至る。入所日には，本人と保護者等，施設職員（施設長，
ユニットリーダー，生活担当，心理担当），児童相談所
児童担当者等が同席して入所式を行い，入所後の目標，
保護者の思い，児童相談所の思い等について確認し，今
後のＸ施設での生活や心理治療，家族療法等について説
明をする。
　子どもには担当 2 人（生活担当  人，心理担当  人）
がつき，自立支援計画を立てる。自立支援計画は，これ
までの情報と入所してからの心理担当者によるアセスメ
ント面接に基づいており，生活やカウンセリングは本
計画に添って行われる。半年に  度は経過を振り返り，
支援計画を修正する。隣接する学習棟での教育には，分
級教師が個別支援計画を立てる。
　ユニットは 5 人の職員と 2 人の子どもの家族的な関
係のなかで生活は営まれる。療育棟と学習棟での生活で
子どもは成長していくが，生活や学校でのトラブルには
適宜対処し，子どもにとって成長に役立つ経験となるよ
うに職員は支援する。学習棟と療育棟とは隣接している
ので，Ｘ施設と分級教師との連携はすみやかに行われ，
問題が生じたときにはその場で対応する。難しい状況は，
ケースカンファレンスで話し合う。
　家族との連携は FSW（Family Social Worker）が中
心となり、主にユニットリーダーが行う。家族機能が低
下している場合には，家族療法や現実的な支援（Ｘ施設
内にある家族室に保護者と子どもに宿泊して頂き，親子
関係を支援したり，保護者と子どもに料理や掃除など生
活体験をしてもらう等）を実施する。
　施設での生活にはルールがあるが，入所児童による子
ども執行部があり，主体的に気持ち良い生活が送れるよ
うに自治が行われる。また，子どもたちの意見が取り入
れられるよう配慮している。
　ネットワーク会議では，子どもの生活担当がコーディ
ネーターとなり，児童相談所担当者，学習棟担任，原籍
校担任，保護者等が一堂に会して，子どもの情報を共有
する。本会議は，子どもが家庭と地域とのつながりを保
つためのものであり，トラブルが生じているとき，入所
が長期化しているときには適宜行い，退所時前には必ず
行う。
　退所の手続きは，入所理由となった問題が改善し，地
域・家庭に戻ってもやっていける状態となったときに
進められる。家庭への外泊や原籍校への試験登校を経
て，子どもが地域で生活を営む上で必要な資源（病院や
相談機関）をネットワーク会議で結びつけていく。子ど
もの多くは，学期や年度を区切りに退所する。退所式で
は，入所式と同様に，関係者が一堂に会する。入所時の
目標の達成や成長ぶりを子ども自身と関係者で確かめあ
い，子どもは抱負を述べて，施設を去っていく。
　退所後  年ほどは，子ども担当がフォローアップを
行う。月に約  回，家庭訪問，授業参観，手紙，メー
ルなどを通して，本人および保護者と接触する。そして，
子どもが地域の生活になじんだことを確かめて，フォ
ローアップを終える。
E. 子どものケアを支える情報伝達のための会議システム
　子どものケアを支えるために，施設内では網の目のよ
うに情報伝達のための会議システムが構築されている。
図 2 は，会議と委員会組織について図示したものであ
る。すべて業務時間内に組み込まれ，職員に負担をかけ
ず，コミュニケーションが行えるように配慮されている。
　施設全体の運営として，運営会議（月  回 2 時間　
管理監督者のみ）が開かれて，全体運営について話し
合う。職員全体会議（月  回 2 時間　職員全員）では，
施設全体に関わる事項や，研修報告，月毎行事の予定
などを連絡する。ほかに，ユニットリーダーのみの会
議（リーダー会，月  回 2 時間），ユニット内職員のた
めのユニット会議（ユニット毎に月  ～ 2 回など自由），
心理士が事例検討等を行う心理会議（月  回 2 時間，）
施設全体の行事企画を行うレク会議（月  回 2 時間），
献立や食育を検討する給食会議（月  回 2 時間）がある。
　子どものケアに関しては，申し送りが基本である。施
設長室に毎日 3 時～ 5 時，全職員（各ユニットに留
守番  人残す）が集まって，ユニット毎にユニットの
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様子や各児童の報告を行う。毎日全職員が集まることで，
施設長は職員一人一人の様子を確認でき，いつもと異な
る様子が職員に見られるときには，声をかけ，職場の状
況に目配りする。これはメンタルヘルス対策の基本であ
る。ケースカンファレンスは月 2 回 2 時間，全職員が
集まって，事例検討を行う。学習棟企画運営ケース会
議（月  回　2 時間）は，学校の日程の確認，行事に向
けての個別支援，難しい子どもの対応について話し合う。
子どもの日常的な問題については会議を待たず，すみや
かに学習棟に伝え，連携を密にすることで問題が深刻化
しないようにする。トラブルが頻発している子ども，入
所が長期化している子ども，退所を控えている子どもの
図 2　Ｘ施設の会議システム
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ために，外部の関係者を含めたネットワーク会議・処遇
困難会議を催す。
F. 職員を支える研修教育システム
　本報告はＸ施設が開所してから 6 年間のあゆみを整
理するものだが，子どものケアに必要な環境が初めから
整備されていたわけではない。少数の児童福祉施設経験
者は存在したものの，ほとんどが子どもにも子どものケ
アにも携わったことのない職員集団から，環境を構築し
ていったのである。現在Ｘ施設には，委員会が 6 つあ
る。SST（Social Skill Training）委員会，レクリエー
ション委員会，家族療法委員会，虐待委員会，性教育委
員会，セカンドステップ委員会である。Ｘ施設では，職
員が外部研修会に参加することを奨励する。これらの委
員会は勉強会からの発展であり，職員が外部研修会で学
ぶところから始まる。研修会参加者は職員全体会議に研
修内容を報告し，それに関心を持つ職員と共に勉強会を
行う。それが委員会となり，委員会で施設での実践を計
画し，実践を通じてケアを洗練させていく。
　また，入所児童のケアに関して，地域の心理士研修会
の協力のもと，児童の統合的心理療法の専門家である村
瀬嘉代子先生によるグループ・スーパービジョンを年３
～４回（ 年間継続ケースを検討してゆく）定期的に行っ
た。なお，認められた研修会参加は勤務とみなされ，経
費として申請される。
　
Ⅳ . 職業性ストレス調査
A. 目的
　本調査は，Ｘ施設職員のメンタルヘルス対策と職場環
境改善を目的として行った。実践を重視したので，調査
票を変更したり，諸事情で調査を延期するなど，統計的
には不備が多い。しかし，職場環境づくりとメンタルヘ
ルス対策との関連を示すため，さらには，今後の児童養
護施設への展開の参考資料として，本調査の結果をその
まま提示したい。
B. 質問紙の内容
　全体で 20 分内の施行時間で行えること，安価に行え
る調査票であることが条件であったので，職業性ストレ
ス簡易調査票（下光　2005）を中心に NIOSH 職業ス
トレス調査（原谷　998）の一部項目と，組織風土診
断（羽石ら　995）とを組み合わせて独自に作成した。
職業性ストレス簡易調査票は，平成 7 ～  年度労働省
委託事業により開発された調査票で，インターネット環
境から無料でダウンロードできるため，国内の事業場で
広く使用されている。ストレスの反応だけでなく，仕事
のストレス要因，ストレス反応（心理的ストレス反応と
身体的ストレス反応），修飾要因が同時に測定できる多
軸的な調査票である。また職業性ストレス簡易調査票の
一部項目から作成できる仕事のストレス判定図は，職場
単位での健康リスクを算出することができることから，
労働者個人にではなく職場にアプローチする一次予防活
動に積極的に用いられている。
　次に，ストレスに対処できる個人的資質を測るため，
NIOSH 職業ストレス調査票から「自尊心」項目を加えた。
NIOSH 職業ストレス調査票は，米国国立職業安全保健
研 究 所（National Institute for Occupational Safety 
and Health：NIOSH）が職業ストレスモデルに基づい
て作成されたもので，原谷（998）が開発した日本語
版を使用した。さらに，組織風土を見るために羽石ら
（995）の「組織風土診断」を付加した。第 2 回目以降
は，職員への報告重視のため，簡易性ストレス調査票の
Ｂ領域を GHQ30 に変更した。
　質問票の最後に，自由記述式で，職場環境に関しての
意見要望の記載を求めた。
　第  回目の調査はＹ＋ 3 年  月に行い，次年度より
5 月， 月と年 2 回施行予定であったが，Ｙ＋ 4 年 5
月は施設側の事情（施設職員の大幅交代）で，同年 
月は施行者の事情により施行が延期された。Ｙ＋ 5 年
は予定どおり，5 月と  月に調査を施行した。調査し
た項目は以下のとおりである。
　（ア） 個人属性
性別，年齢，勤務月数
　（イ） 個人要因
NIOSH 職業性ストレス調査票の自尊心尺度に
おける 0 項目を 5 件法で回答を求めた。
　（ウ） 職場環境に関する要因
職業性ストレス簡易調査票の仕事の量的負担
（A ～ A3），質的負担（A4 ～ 6），身体的負
担（A7），コントロール（A8 ～ 0），技術の
活用（A），対人関係（A2 ～ 4），職場環
境（A5），仕事の適性度（A6），働きがい
（A7），上司のサポート（C，4，7），同僚
のサポート（C2，5，6），仕事の満足度（D）
の 2 尺度から構成される 24 項目を 4 件法で
回答を求めた。
また，組織風土診断（組織環境因子と伝統性因
子）の 2 尺度から構成される 20 項目を 2 件法
で求めた。
　（エ） 精神的健康度
第  回目　職業性ストレス簡易調査票 B から，
活気，いらいら感，疲労感，不安感，抑うつ感，
情緒障害児短期治療施設における職場環境づくり
34
身体的愁訴の 6 尺度 29 項目を 4 件法で求めた。
第 2・3 回目　GHQ30 から，一般的疾患傾向，
身体的症状，睡眠障害，社会的活動障害，不安
と気分変調，希死念慮とうつ傾向の 6 尺度 30
項目を 4 件法で求めた。
　　（オ） 職場環境外の要因
職業性ストレス簡易調査票 C から，家庭の満
足度，家族・友人のサポート（C3，6，9）の
2 尺度を 4 件法で求めた。
C. 対象
　Ｘ施設の職員のうち医師と調理員は除き， 回目は施
設長を含めた 22 名，2 回目からは施設長を含めない 22
名が対象である。調査中にメンバーの異動が少数あるが，
2 回目調査時における対象は，男性は 6 名，女性が 6
名。年齢は平均 34.5 歳，中央値 28.5 歳，範囲は 22 歳
～ 6 歳。勤務月数は平均が 33.9 ヶ月，中央値が 32 ヶ
月，範囲は 2 ヶ月～ 62 ヶ月であった。
D. 手続き
　初回は職場に訪問し，全体職員会議の場を用いて，調
査の目的と守秘義務について口頭で説明を行った。目的
は，職員のメンタルヘルス向上と職場環境改善，将来的
に児童養護施設の職場環境改善を図るための研究である
というものである。守秘義務に関しては，精神的健康度
の結果は個別に返送する，個人を特定する情報は組織側
には伝えないが，職場環境改善に役立てるため，施設全
体・ユニットごとの分析結果と施設への意見・要望は匿
名で施設長に報告するというものである。記入はその場
あるいは後日行われ，回収は個別の封筒に封入し，職場
で収集して検査者のもとに郵送された。２回目以降は，
 回目と同じ内容を書面にし，各職場で説明を行って頂
いた。回収は  回目と同じ。回収率は 00％，ただし
記入漏れが存在した。
E. 結果
E.1 精神的健康度
　精神的健康度は，第  回目は職業性ストレス調査票 B
項目により判定し，第 2 回目と第 3 回目は GHQ30 に
より判定した。GHQ30 に変更した理由は，職業性スト
レス簡易調査票は標準集団平均値との比較しかできず，
平均との差異では健康度をみることができないからであ
る。GHQ30 は不健康の指標となるカットオフ得点（7
点以上で問題ありと認める）が設定されているため，職
員に不健康の指標を提示しやすいと考えた。
　第  回目の職業性ストレス簡易調査票 B 項目の結果
は，表  にて，全国平均との比較を示した。全国平均値
との比較でいえば，各項目とも全国平均よりも低かった。
　実際の施設側への報告では，各ユニットの特徴も報告
した。その際は，B 項目の総合点（A ～ 3 の活気項目
は逆転して計算）を用いた。
　第 2 回目，第 3 回目における GHQ30 からは，精神
的健康度に留意が必要な職員が半数以上存在することが
示された。第 2 回の平均値は 7.5，最大値は 24 で最小
値は 0，中央値は 8。第 3 回目の平均値は 7.86 で，最
大値は 26 で最小値は 0，中央値は 8。双方の平均値，
中央値とも，カットオフ得点である 7 点以上であった。
また，7 点以上の得点であった職員は第 2 回目で 22 名
中  名（50％），第 3 回目では 22 名中 4 名（63.6%）
で，体調に留意する必要のある職員が双方とも半数以上
であることがわかった。この場合も，各ユニットの特徴
を GHQ 得点で報告した。
　
表 1　第 1 回目　職業性ストレス簡易調査票 B 項目　N=22
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E.2  仕事のストレス判定図
　職業性ストレス簡易調査票においては，職場環境の良
さをみるために，ストレス判定図を作成することができ
る。ストレス判定図は，カラセックによる「仕事の量的
労働負荷の高さとコントロール（裁量権），上司と同僚
の支援の程度が職場のストレスを左右する」という考え
方に基づいた判定法であり，職業性ストレス簡易調査票
における仕事の量的負担と仕事のコントロールをストレ
ス要因として，それらから算出されたストレス度を健康
リスクとしてプロットして表現した「量 - コントロール
判定図」，もうひとつは同僚の支援と上司の支援から作
成する「職場の支援判定図」の 2 つからなる。各平均
点を求めれば，それぞれの部署の健康リスクが算定で
き，ある部署の健康リスクが 20 の場合には，その部
署において健康問題が起きるリスクが全国一般と比較し
て 20％大きいと判断する。表 3 は判定図より数値を抜
粋して表にしたものだが，これによると，Ｘ施設の仕事
の量的負担は全国平均よりも高いが，職員にコントロー
ル（裁量権）が委ねられているためリスクが軽減されて
いることがわかる。さらに 3 年間の経過では，職場の
支援が年々厚くなっているため（数値が低いほど支援が
厚い。80.5 → 66.5 → 63.25），総合的な健康リスクは年
を追うごとに低下してきている（72 → 70.75 → 68.5）。
しかし，量コントロール値（97 → 08.5 → 09.5）が
全国平均よりも少しずつ高くなっており，職場の支援・
コントロールに助けられているものの，業務の負担が増
加していることが窺えた。
表 2　第 2 回，第 3 回の GHQ 得点　N ＝ 22
図 3　GHQ 得点
表 3　仕事のストレス判定図　数値の推移
E.3  職務満足感
　林（2000）は，職務満足感を「組織メンバーが自己
の職務および職務環境に対して抱く満足感のことであ
る」と述べている。職務満足は，組織成員が特定の組織
に所属し，特定に職務に従事することにより形成される
ものであり，仕事内容そのもの，職務権限，職場におけ
る人間関係，作業条件，組織に対する忠誠心，給与，地
位などに対して，どの程度の満足を感じているのかを示
すものである。職務満足感は，仕事に関わる行動の結果
として捉えられる場合もあれば，行動の動因として捉え
られる場合もある。職務満足感については，職業性スト
レス簡易調査票において，「仕事に満足している」を確
かめる D があり，さらに仕事との適合度を見るために
A6「仕事の適性」A7「働きがい」の項目が設定され
ている。その結果を表 4 ～ 6，図 4 ～ 6 に示す。
表 4　D1「仕事に満足している」
図 4　仕事に対する満足感
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風土マトリックスを示す。実態平均値（全国平均値）で
区分した 4 つの類型で，シブシブ型（伝統強制組織活
発型），イヤイヤ型（伝統強制組織不活発型），イキイキ
型（伝統自由組織活発型），バラバラ型（伝統自由組織
不活発型）に分類できる。Ｘ施設では，伝統性因子が低く，
組織環境因子が高く，全員が職場を「イキイキ型」と感
じていた。つまり，指導者の目は行き届いているが，無
用な圧迫感はなく民主的な雰囲気のもと，メンバーはや
りがいをもって活発に行動できる組織風土であることを
表 5　A16「仕事の内容は自分に合っている」
図 5　仕事の適性
表 6　A17「働きがいのある仕事だ」
図 6　働きがい
E.5　組織風土
　第 2 回目，第 3 回目に，羽石ら（995）の「組織風
土診断」を行った。本診断では，伝統性因子と組織環境
性因子を測りマトリックス化する。伝統性因子とは，封
建的な組織の体質を示すもので，伝統性因子が低いほど
に強制力が低く，自由な心理的特徴を表す。一方，組織
環境因子とは，組織の組織度の高さを測るもので，指導
者の目が行き届き，組織構成員の参加度が高く，開かれ
た民主的な組織的心理的特徴を表す。図 7 に第二回目
の伝統性因子と組織環境因子の二次元から構成した組織
図 8　第 3 回組織風土診断マトリックス図
図 7　第 2 回組織風土診断マトリックス図
示している。第三回も同様の傾向がみられた（図 8）。
E.6 自尊心
　Ｘ施設の「自尊心」の数値が全国平均よりも低いこと
には注目する必要がある。自尊心の平均値は，第一回目
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で 27.6，第二回目で 30.27，第三回目で 30.8 と，年々
上昇しているものの，全国平均値の 32.8（職業別では
専門職が 33.9，サービス業が 32.5）と比較すると，Ｘ
施設職員の自尊心は低い。自尊心は自己効力感と重なる
尺度であり，自己効力感の低下が示唆された。
E.7  自由記述式意見および要望
　3 回の自由記述式の意見・要望を集計し，項目別に件
数と意見の一部抜粋を表 8 にまとめた。肯定的意見は，
職場の人間関係（5 件）や働きがい（8 件）のものに
ついてであった。否定的意見は，労働環境（給与，休暇，
不規則勤務，長時間労働）に関するものが最も多く（9
件），次に業務の量についての負担感（4 件）が示された。
子どものケアへの負担感を記載した者は 3 件と比較的
表 7　自尊心
表 8　施設への意見・要望（重複あり）
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少ないのは，施設側に要望しても改善される問題ではな
いと判断してのことかもしれない。否定的意見としての
職場の人間関係では，職場の多忙や負担が上司の不機嫌
につながる様子を示している。児童指導員とセラピスト
という職種の違いが，セラピスト側の葛藤（生活場面を
抜けることへの罪悪感）を生み出している様子も示され
た。家庭を持つ職員では，家庭と仕事の両立の葛藤とし
て，ワークライフバランスの問題が示された。
Ⅴ . 考察
A. バーンアウトとワーク・エンゲイジメント
　児童福祉施設の労働環境は生易しいものではなく，肉
体的，精神的な負荷を課す。心理臨床学大事典（氏原ら
992）によると，バーンアウト・シンドローム（燃え
尽き症候群）はアメリカの心理学者フロイデンバーガー
が提唱した概念で，それまで人一倍活発に仕事をしてい
た人が，なんらかのきっかけで，あたかも燃え尽きるよ
うに活力を失ったときに示す心身の疲労状態を言う。主
要症状として，無気力，抑うつ，落ち着きのなさ，しら
けた気分，不眠，体力低下などを示す。対人援助職で生じ，
看護職におけるバーンアウトは 970 年代のアメリカに
おいて，とりわけ論議の的になった。子どもの心の問題
が社会問題化する中，子どもの心の問題を扱う保育士，
教師，児童福祉施設職員へとバーンアウト研究の対象は
広がっている。しかしこれまで，バーンアウトはスト
レッサーと個人サポートを中心に研究され（鎌田 2007 
200，深谷 2008 など），ストレスに対抗する組織資源
の開発は十分に顧みられていない。
　島津（2009）が日本に紹介した「ワーク・エンゲイ
ジメント」はバーンアウトと対にして論じられる。バー
ンアウトした職員は，疲弊し仕事への熱意が低下するが，
ワーク・エンゲイジメントの高い職員は，多忙な状態に
あっても，活力に溢れ仕事に積極的に関与する。これま
で，ワーク・エンゲイジメントは，規定要因（何がエン
ゲイジメントをもたらすのか），アウトカム（エンゲイ
ジメントが高まるとその結果何が変わるか），測定尺度・
下位尺度（何によってエンゲイジメントは測定できるの
か，構成されているのか）に関する研究がなされてお
り，規定要因には仕事の資源（組織資源）と個人の資源が，
これでの実証研究であきらかにされている（図 9）。
　島津は，組織資源を「仕事の負担を軽減する」「仕事
の負担の悪影響を緩和する」「モティベーションを上げ
る」という 3 つの機能を満たしたものであるとし，上
司や同僚のサポートは労働者の負担感を軽減させ，上司
からのポジティブなフィードバックがモティベーション
を上げて，ワーク・エンゲイジメントの向上に役立つこ
とを例示した。
B. 児童福祉施設におけるバーンアウトと関連する要因
　さて，児童養護施設の職員は何ゆえバーンアウト・早
期離職するのか。伊藤（2003）は，苦痛等を感じるス
トレスを否定的ストレスとして，児童養護施設職員の否
定的ストレスを整理している。子どもの性格行動上の
問題によりストレスを感じる人は 92.0％で，ほとんど
の職員が子どもとの関わりで負担を感じている。また
職場の人間関係においては，先輩･上司との関係にスト
レスを感じる人が 83.3％であった。職場の労働条件で
のストレスとしては，労働時間が長いことをあげる人
が 65.3％であった。一方，細井（200）の調査による
と，児童養護施設の職員は約 8 割が通常の仕事でスト
レスを感じていた。そのストレス要因は，子ども・利用
者への対応が 60％ともっとも多く，次に仕事の内容が
46.7％，保護者・家族への対応が 40％，職場の人間関
係が 26.7％である。このように，施設の職員は子ども
との対応でストレスを抱えていることが多い。
　神田ら（2009）によれば，勤続 3 年未満の児童養護
施設職員は施設内体験によって大きな心理的揺れが生じ
るようである。そのため職員の早期離職防止のために，
就職後 3 年間の不全感に対する手立てが必要であろう
と述べている。職員に生じる不全感には，子どもに職員
自身が受け入れられていないという気持ちや自分の未熟
さといったものである。職員の不全感が生まれる施設内
体験とは，毎日の仕事のなかでぶつかるさまざまな困難
なことであると考える。それについて高橋（200）は『壁』
という表現を用いて述べている。「職員が遭遇する『壁』
は日々成長していく子どもたちへの対応，子どもとその
家族が抱える課題や問題の重篤さ，養護の形態やチーム
のあり方，施設の養護方針や運営方針・養護観を職員間
図 9　ワーク・エンゲイジメントの規定要因
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で共有すること，学校はじめ地域との関係，児童養護に
関わる法制度と現実との矛盾，労働環境や条件の厳しさ
等のなかに生ずるさまざまな困難や苦しみ，不安といっ
た状況をさす。これらが職員の資質や，経験を含めた力
量，人間関係など個別的な要因が絡み合い，複雑で多様
な形で立ちはだかってくる」と述べている。これは情短
施設，児童養護施設を問わず職員が日々，ぶつかってい
る壁である。
　坪井ら（20）は，職員が子どもとの関わりの中で，
子どもからの「反抗・挑発」といった攻撃性を含んだ行
動によって，怒りや無気力などネガティブな感情を引き
起こされていることを明らかにしている。職員はこう
いったネガティブな感情を引き起こされながら「共感的
対応」を行わねばならない。以上のような状況下で，児
童養護施設職員は，共感疲労や代理受傷と言われる二次
的トラウマティックストレス（藤岡　2009）の状態に
陥り，バーンアウトし，早期離職していく。
　一方，職員の労働環境に着目する研究もある。岡本
（2000）は児童養護施設職員の職場定着率の低さについ
て調査したところ，平均勤続年数は 3.42 年という結果
となった。そこでは入所児童の在所期間の平均が 4.7 年
であることと比較し，子どもの養育に多大な悪影響を及
ぼすと危惧し，職場定着に関わる施設の労働体制上の問
題（職員配置基準の低さを背景にした人手不足）に言及
している。さらに宮地（20）は，離職の意思決定要
因についてストレッサー，ストレス反応，ストレスコー
ピングを調査し，各項目の重回帰分析を行った結果，同
族経営，経営・運営体制の適切さ，職場ストレス（ケア
の困難性にかかわる要因，制度的な貧困に関わる要因），
家庭の事情が離職と関わる要因であることを導き出した。
興味深いのは，ここに「自己効力感の高さ」の要因が追
加されていることで，宮地は「ケア職員は深刻なバーン
アウトによって離職しているというよりもむしろ，運営
体制や同族経営という設置形態といった構造的な問題が，
主にケア職員を離職へと向かわせている。自己効力感の
高い者は，先の見えない構造的な問題に諦め感を抱き離
職する」と分析する。
　労働体制上の問題，施設の運営体制の問題はすぐさま
改善できる問題ではないが，子どものケアに伴うストレ
スに対して，組織資源を高めるポジティブアプローチは
可能だろう。前述の伊藤（2003）の調査では，職員が
悩みを抱えたとき，施設内職員に相談して解決しよう
とする人が 78.8％と高かった。次に友人に相談して感
情を調整するという人が 50.0％，自分の趣味に没頭し
て回避しようとする人が 39.7％であった。さらに，子
どもとの関わりから生じるストレスに対処するために
必要だと職員が考えている資源として，「職員のチーム
ワーク」を挙げた職員が 66.4％と一番多かった。次い
で「職員の増員」が 47.3％であり，「スーパービジョン
体制の充実」が 27.5％であった。職場の人間関係を改
善するためにも「職員のチームワーク」を挙げた職員が
74.6％と一番多かった。
C. Ｘ施設の実践
　Ｘ施設における実践の重要なポイントは，情報伝達の
ための会議システムを定着させたこと，学んだ情報を施
設で活用する研修組織体をつくり出したことにある。情
報伝達は，どの組織においても重要な課題であるが，Ｘ
施設のように難しい子どもを相手にし，職員がチーム一
丸となって子どもに対する必要がある組織では，情報の
共有は不可欠である。図 0 は，入所児童を囲む治療環
境を図示したものである。ここでＸ施設の会議システム，
研修システムがいかにワーク・エンゲイジメントを高め
図 10　入所児童を抱える治療環境
る効果をもたらすかについて考えたい。
　問題を生じて施設に入所する子どもに対して，施設は
問題を改善させるための環境を提供し，子どもを地域・
家庭に戻すところまでの支援を行う。施設での生活・心
理治療・学校教育を通して子どもは成長するが，心の問
題を行為や症状で表わすため，職員は対応に苦慮して
バーンアウトすることは前述したとおりである。現代精
神分析では，人が言葉にしえない苦痛や体験を，投影同
一化によって，非言語的に相手にコミュニケートすると
いうメカニズムに注目している。子どもはこれまで味
わった苦痛や無力感を，大人に自分と同じ苦痛や無力感
を味わせることや，行為であらわすことを通して，大人
に伝えてくる。発信側は無自覚にそれを行い，受信者も
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その意味を理解できず，過去と同じ体験や関係を繰り返
すことをエンアクトメント（再演）と言う。逆に，意味
を理解し関わりに活用することはコンテイン（包容）と
言う。施設職員が子どもとの関係や行動によってバーン
アウトし，子どもと険悪な関係になり，早期に離職して
子どもから離れていく（見離す・捨てる）のは，子ども
にとってまさに外傷的な親子関係の反復でエンアクトメ
ントと言えよう。一方で，子どもの非言語的コミュニケー
ションの意味が読み取れ（コンテイン），職員が「子ど
もを理解できる」「それに対処できる」ならば，子ども
は苦痛を乗り越えて成長へと向かう。ラスティン（2007）
は，家庭崩壊した子どもとケア職員・里親との関係とが
難しい関係になっていくことをセラピストの立場で記述
し，子どもが投影する絶望感をコンテインするのは骨の
折れる仕事であるが，ケア職員が子どもの苦痛をコンテ
インすることができるなら，大人にとっても報われる仕
事となるだろうと結んでいる。「子どもを理解できる」「問
題に対処できる」という感覚を職員個人にもたらすため
に，対応に困る子どもの行動や自分の感情について職員
同士が話し合ったり，チームで抱えられるよう情報伝達
したり，効果的な知識やツールを外部から入手して施設
で活用したり，専門家の助言をもらうなどが必要で，Ｘ
施設ではそれを可能にするため会議システムや研修シス
テムの整備に労力を注いだのである。
　さて，会議システムは，図 0 で示した関係者・組織
をすべてつなぐように考慮されるべきである。施設内職
員をつなぐだけでなく，最終的には子どもが地域・家庭
に戻れるように外部とも関係を保たねばならない。これ
を個別対応ではなく職場のシステムとして整備していく
ことが，子どもの治療環境構築だけでなく，職員のメン
タルヘルス対策のためにも必要である。Ｘ施設の会議は
業務時間内に組み込まれ，職員の負担がないように整備
されている。他の児童福祉施設でこれを適用するのは難
しいかもしれないが，情報伝達がどことどこに必要なの
かを参考にし，方法は「会議」に限定せず，「書面」「メー
ル」など，現場に応じた工夫が望まれる。
　また，Ｘ施設の委員会活動は，ナレッジ・マネジメン
トの好例である。一個人の知をチームで共有することで，
新たに知が創造され，ダイナミックに変化，深化，進化
していく。このような学習の循環システムは，職員の自
発的な仕事への関わりを生み出していく。個人および組
織の専門性の深化・進化は，子どもへの対応を力強くサ
ポートするだろう。経営者には、ワーク・エンゲイジメ
ント向上のための研修を，離職や休職・労災に伴うリス
ク管理として，積極的に活用されたい。職員が自発的に
行う勉強会も有効で，個人の努力が組織資源を増やし，
ワーク・エンゲイジメントにつながることを職員自身が
知っておくことは重要だろう。
　前項の伊藤（2003）の調査にあるように，施設職員
は「職員のチームワーク」を求めている。施設内で生じ
るストレスに対処する方法として，職場のチームワーク
をうまく作ることが第一のカギである。また前述した子
どもの対応で生じる職員の心理的葛藤への対処としては，
研修システムが有効で，第二のカギとなろう。施設職員
の心理的・否定的ストレスを子どもの理解へとつなげる
サポート体制は児童福祉施設では不可欠な要素であり，
2 つのカギを満たすＸ施設の実践は，過酷な労働環境な
がらも職員の「働きがい」を導いたと考えられる。
D. ワーク・エンゲイジメントを高める快適職場
　最後に，児童福祉施設の職場づくりについて，THP
（Total Health Promotion：健康保持増進措置）からの
アプローチを提案したい。992 年に労働安全法が改正
され，事業者は快適な職場環境を形成するように努めな
ければならないとされた。この改正により，多くの事業
場で作業環境・作業方法の改善などハード面での職場の
快適化が進められたが，職場の人間関係，処遇や労働負
荷などの心理的，組織的，社会的側面などソフト面で
の職場の快適化への関心は乏しかった。しかし，999
年，精神障害の労災認定基準として「心理的負荷による
精神障害等に係る業務上外の判断指針」が示されたこと，
2000 年に「事業場における労働者の心の健康づくりの
ための指針」が示されたこと，2008 年の労働契約法で
事業者の「安全配慮義務」が明記されたことにより，労
働者の安全配慮義務の一環として改めて快適職場のソフ
図 11　快適職場ソフト面の 7 つの領域
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ト面に注目するように促されている。中央労働災害防止
協会の「職場のソフト面の快適化のすすめ」では，ソフ
ト面での改善にどのように取り組んだらいいのかをわか
りやすく示している。そこでは，心理的，組織的，社
会的な人間の側面について，7 領域を提示している（図
）。「キャリア形成・人材育成（教育・訓練，キャリ
ア形成，キャリア・コンサルティング，自己啓発，経営
方針，組織風土など）」，「人間関係（仕事上の支援，協
調，職場の雰囲気など）」，「仕事の裁量性（仕事上の自
由度，責任・判断の裁量性など）」，「処遇（賃金に代表
される労働条件，雇用保障など）」，「社会とのつながり（仕
事の社会性，組織の社会性など）」，「休暇・福利厚生（休
暇，労働時間，仕事と家庭の分離，サポートシステムな
ど）」，「労働負荷（過剰または不足の労働，仕事の量と質，
身体的，心理的疲れなど）」である。
　チェックシート（事業所用，従業員用）を行いデータ
入力すると，その事業場でどの領域に強み弱みがあるか
プロフィール化され，事業者がどこから職場改善を行え
ばいいのかの参考になる。本手順やチェックシート・デー
タ処理ソフトは中央労働災害防止協会のホームページか
らダウンロードできる。各領域にそれぞれの工夫が示さ
れ，どの領域からでも職場環境改善に役立つことがわかる。
E. 児童養護施設への応用
　児童養護施設における職場環境改善を考えるとき，ま
ずは快適職場ソフト面での特徴をあきらかにし，7 つの
領域の改善点を整理することは有益である。どの領域か
らでも快適職場にはアプローチできるので，コスト少な
く改善が可能である。
　その他，職員の精神的健康度や職場のストレスを測り
たいときには，職業性ストレス簡易調査票（仕事のスト
レス判定図を含）が東京医科大学公衆衛生学講座のホー
ムページから，職員が主体的に職場環境を改善していく
際のツールとしては，職場のメンタルヘルス改善意識調
査（MIRROR）が産業医科大学産業生態科学研究所の
ホームページからダウンロードできる。また，本調査開
始時には筆者はワーク・エンゲイジメントの概念を知ら
ず，ワーク・エンゲイジメントの測定を行えなかったが，
島津ら（2007）がシャウフリのものを邦訳し，日本で
の妥当性を確認した UWES-J（ユトレイヒト・ワーク・
エンゲイジメント尺度日本語版）を発表している。
　職場が組織力を失っているとわかっていても，現場職
員からは改善しにくい。その際に、これらのツールで現
状を客観視することや，第三者を職場改善のために導入
することは，現状を変化させる契機となる。ささやかな
工夫が職場を活性化させる（たとえば，職場にホワイト
ボードを配置し，職員全員が周知すべきことや優先事項
を記入する，子どもの状態を把握しやすいフォーマット
を作成するなど）。児童福祉施設の職場改善を行う際に
は，以上のツールを駆使して事業場の特徴を明確にし，
実行できるところから職場改善に着手するとよいと思わ
れる。参考まで，その手順を図 2 に示す。
　Ｘ施設で行った実践を踏まえ，今後は以下の手順に
沿って児童養護施設における職場環境改善に取り組み，
図 12　職場づくりの手順
実践内容と効果について報告していきたいと思う。
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